
令和８年度 日吉台小学校いじめ防止基本方針 
 

                                                平成２６年３月２５日策定 （令和８年２月１６日改定） 

第１章 いじめ防止に向けた学校の考え方 

１ いじめの定義（いじめ防止対策推進法 第二条） 

 

  

 

 

 

２ いじめ防止等に向けての基本理念 

 こども基本法に基づく「こども大綱」では、全てのこどもが身体的・精神的・社会的に将来に渡って幸せな状態（ウェ

ルビーイング）で生活を送ることができる社会＝「こどもまんなか社会」の実現を目指している。また、「横浜市いじめ防

止基本方針」では、「こども基本法」「こども大綱」「横浜市こども・子育て基本条例」を踏まえ、こどもにとっての最善の

利益が考慮され、全てのこどもが伸び伸びと成長し、その個性と能力を十分に発揮できる環境を整えられるよう、いじ

めの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処に社会全体で取り組んでいく必要があると定めている。 

そこで、いじめはどの集団にも、どの学校にも、どの児童にも起こる可能性がある、最も身近で深刻な人権侵害行為

であるという認識の下で、対策に取り組んでいくための基本となる方向性について、次のとおり示す。 

（１）いじめを特定の児童や特定の立場の人だけの問題とせず、学校、行政機関、保護者、地域などが、広く社会全

体の問題として真剣に取り組む必要がある。 

（２）児童は、自らが安心して豊かに生活できる社会や集団を築く推進者であることを自覚し、いじめを「しない」、「させ

ない」、「見逃さない」安心できる学校、社会をつくる。 

（３）学校、行政機関、保護者、地域などは、児童の健全育成を図り、いじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」

安心できる社会をつくるために、それぞれの役割を自覚し、主体的かつ相互に協力し、活動できるよう努める。 

 

第２章 「学校いじめ防止対策委員会」の設置 

１ 委員会の構成 

学校長を責任者とし、管理職・児童支援専任・教務主任・学年主任・個別支援学級主任・養護教諭・ 

特別支援教育コーディネーター・当該児童担任 

※心理や福祉等の専門職も会議に参加できるように工夫し、参加できない場合においても、必要に応じて、いじめ認知

の視点や、いじめを受けた児童の回復状況の確認や支援について助言を求める。また、区役所、児童相談所等と連

携して、多面的な視点から支援を実施する。 

※いじめ重大事態について、学校が主体となって調査を行う場合は、弁護士等の第三者が関与して調査に当た

る。 

２ 運営 

会議は、月１回、定期的に開催するとともに、いじめの疑いを把握し、速やかに対応する場合等は、出席可能な構

成員のみで迅速・機動的に臨時で委員会を開催し、適切に対応する。 

学校いじめ防止対策委員会では、学校としての対応方針を組織的に決定するとともに、いじめの解消を含めたそ

の後の対応状況の確認を行う。また、校長の責任の下、学校いじめ防止対策委員会の結果について、会議録を作

成・保管するとともに、毎月、教育委員会事務局にいじめ認知報告書により報告する。 

 「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童と一定の人

的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われ

るものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」をいう。 



３ 活動内容 

   学校いじめ防止対策委員会は、「学校いじめ防止基本方針」や「年間計画」に基づき、いじめ防止等に係わる様々

な取組を実行するとともに、その検証を担う。また、いじめ防止等に係わる学校の窓口として、地域、保護者、関係

機関等との連絡を担う。 

 （１）未然防止・早期発見 

   ・いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくり 

   ・学校いじめ防止対策委員会の存在及び活動を児童及び保護者に周知 

   ・いじめ防止等に係わる学校の窓口や相談先の設置 

   ・「いじめ防止情報管理システム」の活用と記録・情報共有 

 （２）事案対処 

   ・いじめ（「疑い」を含む）を察知した場合やいじめの訴えがあった場合は、情報の迅速な共有、関係児童に対するアン

ケート調査、聴き取り調査等により事実関係の把握といじめであるか否かの判断、時系列に沿った適切な記録、情報

共有 

    ・いじめが解消に至るまでいじめを受けた児童の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教職員の役割 

    分担等を含む対処方法を決定し、確実に実行 

   ・いじめを受けた児童及び保護者への支援、いじめを行った児童への指導・支援及びその保護者への助言等、いじめ

が起きた集団への働きかけ等を組織的に実施 

・いじめの背景にも目を向けた関係機関との連携や、事案に応じた警察への相談や通報 

 （３）取組の検証 

   ・学校いじめ防止基本方針に基づく年間計画の作成・実行・検証・修正、いじめ防止等に係わる校内研修の企画と計

画的な実施 

    ・学校評価アンケートを活用し、学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即して適切に機能しているかについての点

検や学校いじめ防止基本方針の見直し（PDCAサイクルの実行を含む） 

 

  学校 

 

 

 

         必要に応じて 

 

 

 

 

 

 

いじめ防止対策委員会 

管理職 

養護教諭 

児童支援専任教諭 

関係職員 

学級担任 

学年主任 

報告・連絡 

相談・支援体制 

 

学校カウンセラー（SC） 

スクールソーシャルワーカー（SSW） 

外部の専門家等 

関係児童（保護者） 

当該児童（保護者） 

指導・相談等 

支援・相談等 

相談・支援（ケア）等 

相談・支援（ケア）等 

相談（被害申告） 



第３章 学校教育活動全体と連動したいじめの防止等の取組の年間計画 

（アンケートや面談等の取組、校内研修、教育相談に関すること等を含む） 

 
月 取組内容 

 ４月 いじめの定義・いじめ防止基本方針の確認 

学校スタンダードの確認 

いじめ早期発見のための記名式アンケート 

児童面談 

入学式、学級開き、学年懇談会、学年集会等 

 

 ５月 児童理解研修 

情報モラル教育 

 

学校説明会（いじめ防止への取り組み説明） 

保護者面談 

 ６月 YPアセスメント実施① 

YP支援検討会 

平和スピーチコンテスト参加（６年代表） 

 

 ７月 横浜子ども会議（中学校ブロックでの話し合い） 

特別支援教育研修 

横浜プログラム（SOSの出し方） 

学・家・地連① 

まちとともに歩む懇話会①（基本方針説明） 

民生児童委員連絡会 

児童学校生活アンケート① 

 ８月 横浜子ども会議（区交流会代表参加） 

人権研修 

 

 ９月 横浜子ども会議内容伝達 保護者面談 

１０月 運動会  

１１月 横浜こども会議取組実施（各学級での話し合い） 

ＹＰアセスメント実施② 

児童面談 

いじめ防止研修  YP支援検討会 

学校の取組に関する評価アンケート（保護者） 

※評価項目に、いじめ防止等の取組に関する項目を

位置付ける 

児童学校生活アンケート② 

１２月 人権週間、いじめ防止月間の取組 

いじめ解決一斉キャンペーン（アンケート） 

 

保護者面談 

まちとともに歩む懇話会②（学校等の取組に関する

評価） 

 １月 学校いじめ防止基本方針の見直し  

 ２月 横浜子ども会議（各学級でのふりかえり） 

年間のふりかえり  方針改定 

学・家・地連② 

 ３月 新年度への引継ぎ 

方針 HP掲載 

学校報告会（今年度の取組や次年度に向けての報

告） 

年間 いじめ防止対策委員会（月１回常設・場合によっては臨時にも開催） 

児童指導部会、職員会議にて情報共有 

 

第４章 基本的な対応方針 
１ いじめの未然防止・早期発見 

【未然防止】 

児童一人ひとりがいじめをしない、させない意識を育むことはもちろん、傍観者とならずにいじめを止めさせるための

行動をとる重要性を理解させる取組を目指す。 

心と体のアンケートの実施（月１回） 

児童委員会発足 

年間を通した人権取組 



（１） 児童計画委員による主体的な取組 

児童計画委員会が委員会活動を通して主体的に話し合い、横浜子ども会議や人権週間等、全校児童がいじ

めについて真剣に考えたり、いじめを防止したりするための活動を計画、実践していく。 

（２） 児童主体のたてわり活動の充実 

年間を通した「たてわり活動」を高学年が中心となって計画、運営することで、相手を思いやり、尊重する心や

人のために役立つこと、認められることの喜び、自己有用感をもてるようにする。 

（３） 他者との違いを理解し、様々な価値観を尊重できるような集団作りの取組 

YP アセスメントの結果から児童の内面や学級の状態を正しく見取り、「子どもの社会的スキル横浜プログラム」

等を活用して、個人や学級の社会的スキルアップを目指す。 

（４） 人権尊重の精神を高めるための他機関の活用 

友達や担任等、知っているもの同士での話し合いだけでなく、人権キャラバンや福祉体験等、他機関を活用し

た体験や学習を通して、児童の人権意識を高める。 

（５） SNSの適切な利用等、情報モラル教育の推進 

授業参観や保護者会等を活用した児童の SNS 利用における保護者への啓発はもちろん、児童一人ひとりが

「自分もやってしまうかもしれない」という視点に立てるような内容の情報モラル教育を資料や他機関等を活用

して行い、いじめの手段に繋がらないようにする。 

（６） いじめの定義理解を含む教職員への継続的な研修の実施 

年度初めの「いじめの定義」と「いじめ防止基本方針」の理解研修だけでなく、年間を通して人権研修、特別支

援教育研修、児童理解研修、いじめ防止研修を計画、実施し、教職員の知識や意識を高めるとともに、いじ

めを起こさせない学級づくり、児童が安心して過ごせる学級づくりに生かしていく。 

 

【早期発見】 

いじめは、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識したうえで、些細な兆候であってもいじめの疑いを

もつ視点で行う。 

（１） デジタル技術を活用した毎朝の健康観察の実施 

毎朝、一人一台端末を活用して健康観察を実施し、その結果を担任等が確認することで、児童の困っている

サインや些細な心の変化を見逃さない。 

（２） 定期的なアンケートと児童面談の実施 

Y‐P アセスメント、学校生活アンケート、市一斉いじめ解決のための生活アンケート等や全児童との面談の実施だ

けでなく、月１回の心と体のアンケートを継続して行うことで、児童の発する困り感に早期に気付くようにする。 

（３） いじめを見逃さない教職員の見守り体制 

学年専科制を行うことで、様々な視点からの見守り、いじめへの気付きを強化する。また、学年研究会、児童

指導部会、職員会議等で学級、学年等の児童の様子について話す時間を設け、児童の様子を共有するとと

もに、いじめの早期発見に努める。 

（４） 相談体制の整備 

児童や保護者が困ったときの相談先には、担任のほか、学年教職員、児童支援専任教諭、養護教諭、管理

職等、様々な相談先があることを周知する。また、スクールカウンセラーの相談来校日を学校だより等で周知

することで、話しやすい、相談しやすい相手を選択できるようにする。 

（５） 地域との連携 

地域において、学校や家庭では見られない子ども同士の人間関係が現れることも考慮し、見守りなどを通じて

把握したことについて学校などに情報提供してもらえるよう、まち懇や PTA、校外委員や民生児童委員等との

連携体制を構築する。 



２ 事案の対処 

（１） いじめを発見し（疑いや些細な兆候も含む）又は通報を受けたときは、直ちに全て学校いじめ防止対策委員 

会に報告・相談し、いじめが解消に至るまで、組織的に対応する。 

（２） 記録や情報共有、対応方針の決定には、「いじめ対応情報管理システム」を活用する。 

（３） いじめの解消は、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。 

    ・いじめの行為が少なくとも 3か月（目安）止んでいること 

    ・いじめを受けた児童が心身の苦痛を感じていないこと 

（４） 対策委員会を中心に、児童の意志を尊重しながら、当該児童及び保護者の心身のケアに最大限努力し、支 

援内容や教職員の役割分担等も含む対処方法を決定し、確実に実行する。 

（５） いじめを行った児童への指導・支援や保護者への対応等に対しても教職員が連携し、必要に応じてスクール 

カウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家の協力を得ながら、組織的にいじめをやめさせ、その 

再発を防止する策をとる。 

（６） いじめの事案が犯罪行為にあたると認められる場合、児童の生命、身体または財産に重大な被害が生じる  

恐れがある場合は、直ちに警察その他の専門機関に相談又は通報する。 

（７） いじめが起きた集団へは、道徳等の授業において、傍観者や同調者としてのいじめやいじめの定義を教えて 

話し合う等の働きかけを行い、いじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」、安心できる集団づくりに取り組 

む。 

 

第５章 重大事態への対処 
１ 重大事態の定義 

いじめ防止対策推進法第２８条１項においては、いじめの重大事態の定義は「いじめにより当該学校に在籍する児童

等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同項第１号）、「いじめにより当該学校に在籍

する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」（同項第２号）とされている。 

 

２ 発生の報告 

    学校は、重大事態が発生した場合（疑いも含む）は、直ちに横浜市教育委員会に報告する。 

    児童等から「いじめにより重大な被害が生じた」という申立てがあったときも（他の児童からの行為が原因で一定 

期間欠席となっていること等を訴えるものを言い、「いじめ」「重大な被害」という言葉を使わない場合や、書面によ

らない場合を含む。）、学校独自で判断せず、直ちに横浜市教育委員会に報告する。 

 

３ 調査の進め方と結果の提供及び報告 

    いじめの事案が重大事態であると判断された場合、学校は、いじめ防止対策委員会（スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカー等の専門職も含む）に弁護士等の第三者が関与した調査組織を中心に、速やかに調

査を開始する。学校主体調査は概ね 3 か月以内に終えることを目指し、調査によって明らかになったいじめの事

実関係について児童及び保護者に説明のうえ、教育委員会に報告する。 

 

第６章 いじめ防止対策の点検・見直し 
   学校は、いじめに対応する組織体制や対応の流れについて、学校いじめ防止対策委員会において、教職員や児 

童の意見を聴いて取り入れながら、少なくとも年１回点検を行い、必要に応じて組織や取組等の見直しを行う 

（PDCAサイクル）。必要がある場合は、横浜いじめ防止基本方針を含めて見直しを検討し、措置を講じる。 

いじめ防止に対する学校の取組は、全保護者並びに地域の住民と共に行うものである。そのため、次年度の学校

いじめ防止対策基本方針は、３月までに学校ホームページで公表し、保護者や地域が基本方針の内容を確認でき



るようにする。また、入学時、各年度のはじめには、「日吉台小学校いじめ防止基本方針」を児童、保護者、地域、

関係機関等に説明する。（学校説明会、まち懇等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相談窓口】 

  一般教育相談：０４５（６２４）９４９４ 横浜市教育総合相談センター 

  ２４時間安心子ども SOSダイヤル：０１２０－０７８３１０（２４時間 ３６５日） 

  学校生活あんしんダイヤル：０４５（６２４）９０８１（火～金 ９：００～１７：００） 

  横浜市青少年相談センター：０４５（２６０）６６１５ 

  電話児童相談室：０４５（２６０）４１５２（月～土９：００～１７：３０ 土曜日は１６：３０） 

  横浜いのちの電話：０４５（３３５）４３４３（土日祝日含む８：００～２２：００） 

  北部児童相談所：０４５（９４８）２４４１ 

  こどもの人権１１０番：０１２０（００７）１１０（月～金８：３０～１７：１５） 
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【いじめのサイン】 

ご家庭でも、子どもの発する小さなサインを見逃さずに、早期に対応することが大切です。次のような様

子が見られたら、すぐに学校に連絡してください。学校と家庭の連絡を密にすることで、迅速に対応します。 

 

観点 子どもの様子 

行動 ・なかなか起きてこない、登校をしぶる、遅刻が多くなる 

・学習意欲が低下する 

・「クラスを替わりたい」「転校したい」などとこぼす 

・友達関係が変化し、誘い、呼び出し、外出が多くなる 

・お金を持ち出したり、頻繁に要求したりするようになる 

・電話を受けた後落ち着かない 

・家族や物にあたることが多くなる 

・そわそわして落ち着かない 

・「自分はダメだ」「死にたい」など話すことがある 

表情や態度 ・元気がない、食欲がない、眠れない、よくため息をつく 

・口数が減り、学校や友達の話を避けるようになる 

・外に出たがらない、部屋に閉じこもる 

・ぼんやりしたり、ふさぎこんだりしている 

・おどおどしたり、いらいらしたり不安定な精神状態になる 

・急に甘えてきたり、はしゃいだりする 

身体 ・あざやかすり傷がある（聞くと「転んだ、ぶつけた」などと説明する） 

持ち物 ・持ち物等に落書きや汚れ、破損等が見られる 

・見た覚えのない品物を持っている、大切な物がなくなる 

服装 ・服が破れていたり、汚れていたりしている（理由を言いたがらない） 

その他 ・携帯電話やスマートフォンに頻繁に連絡が入るが、出ない 

・携帯電話やスマートフォンの着信をとても気にする 

 

★いじめている側にも変化があります 

行動 ・暴力的な言動が目立つ 

・金銭の使い方が荒くなる 

・時間にルーズになる 

・友達を中傷する言動が目立つ 

持ち物 ・ふだん持っていない物を持っている 

 

 


